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主要な戦略分野の概要 
-危機管理投資と成長投資の選定背景: 2025 年 11 月 10 日の日本成長戦略会議では、危機管
理投資を成長戦略の核心とし、リスクや社会課題への先手投資を強調。選定された 17 分野
は、AI・半導体、造船、量子技術、合成生物学、航空・宇宙、フードテック、創薬・先端医
療、核融合、港湾物流、防災、情報通信、防衛、GX（グリーン変革）、DX（デジタル変革）、
経済安全保障、人的資本、サイバーセキュリティが主で、これらを通じて供給網強化とイノ
ベーションを目指す。これらの分野は、経済安全保障の向上と国際競争力強化を目的に選ば
れたが、議論の余地が多い。 
-肯定的な見方: 研究では、これらの投資が日本経済の供給構造を強化し、潜在成長率を 1%
向上させる可能性が示唆されているが、具体的な成果は不確実。 
-否定的な見方: 選定が大企業偏重で、中小企業や社会保障分野を軽視するとの指摘があり、
格差拡大の懸念がある。 
-修正の必要性: 地方創生や食料安全保障の追加を求める声が多く、優先順位の見直しが議
論されている。 
 

肯定議論のポイント 

政府や経済団体は、選定がイノベーションを促進し、経済安全保障を強化すると評価。高市
首相は「危機管理投資」を肝と位置づけ、税制優遇で民間投資を後押しする方針を示してい
る。経団連などの見解では、AI や造船分野の強化が国際競争力を高め、雇用創出につなが
ると期待される。 
 

否定議論のポイント 

野党や一部シンクタンクからは、選定基準の曖昧さや財源不足を批判。特定の産業への利益
誘導が懸念され、社会保障の軽視が国民生活を悪化させる可能性を指摘。 
 

修正議論のポイント 



代替案として、地方創生や中小企業支援の追加を提案。プロセス透明化を求める意見もあり、
短期成果と長期投資のバランス調整が必要とされる。 
 
--- 

日本成長戦略会議の戦略分野選定に関する議論の全体像 
 
2025 年 11 月 10 日に行われた日本成長戦略会議（第 1 回）では、高市早苗首相主導のもと
で「危機管理投資」と「成長投資」を柱とした戦略分野の選定が議論された。この会議は、
日本成長戦略本部の下部組織として設置され、来夏の成長戦略策定に向けた重点施策を検
討するものだ。選定された戦略分野は 17 に及び、主に AI・半導体、造船、量子技術、合成
生物学、航空・宇宙、フードテック、創薬・先端医療、核融合、港湾物流、防災、情報通信、
防衛、GX（グリーン変革）、DX（デジタル変革）、経済安全保障、人的資本、サイバーセキ
ュリティが挙げられる。これらは、経済安全保障の強化や供給網（サプライチェーン）の抜
本的強化を目的とし、税制優遇や複数年度予算措置を通じて民間投資を促進する方針が示
された。しかし、この選定をめぐっては、肯定、否定、修正の多様な議論が展開されており、
以下に網羅的に整理する。議論の背景には、高市政権の「責任ある積極財政」路線と、物価
高・実質賃金低下という経済的文脈がある。また、政治的には、トランプ米政権の影響によ
る国際貿易リスクや、国内の財政持続可能性への懸念が絡む。 
 

肯定議論の整理 

肯定議論は、主に政府・財界・一部学界から出ており、選定が日本経済の構造強化に寄与す
ると主張される。核心は、危機管理投資を通じてリスクを先手で解消し、成長投資でイノベ
ーションを加速させる点だ。 
 
-主張の核心: 選定分野は、国際競争力の向上と経済安全保障の強化を実現。AI・半導体や
造船などの投資が、供給網の国内回帰を促進し、雇用創出や GDP 成長を後押しする。 
-論拠とデータ: 高市首相は会議で「供給力を抜本的に強化」と強調し、17 分野の重点投資
で潜在成長率を 1%向上させる可能性を指摘。経団連などの経済団体は、税制優遇（減価償
却費一括計上）で民間投資を促進し、国際シェア拡大を期待。専門家分析では、GX・DX 分
野の投資がエネルギー自給率を向上させ、経済安全保障を高めるとのデータ（例: 政府試算
で投資額 1 兆円規模で雇用 10 万創出）が基盤。 
- 代表的な論者: 高市早苗首相（政府）、経団連会長（経済団体）、会田卓司（クレディ・ア
グリコル証券、会議有識者）。これらは、官民連携のロードマップ策定を支持し、「大胆な減
税」で成長を促進すると主張。 



 

否定議論の整理 

否定議論は、野党・労働界・市民団体・一部学界から主に挙げられ、選定の偏重や実効性不
足を批判。核心は、大企業中心の利益誘導と、国民生活軽視だ。 
 
-主張の核心: 選定基準が曖昧で、特定の産業（AI・防衛など）に偏り、大企業への補助金バ
ブルを生む。財源の裏付けがなく、社会保障や基礎研究を軽視し、格差拡大を招く。 
-論拠とデータ: 注記事では、大企業（例: 三菱重工業）偏重が「日の丸プロジェクト」の失
敗を繰り返すリスクを指摘。実質賃金 9 カ月連続マイナス（政府データ）の文脈で、賃上げ
目標削除を批判。野党は「誰のための成長か」と問い、インフレ対策の欠如を問題視。財政
面では、黒字化目標転換が「責任なき積極財政」とされ、国債発行増で将来負担増大の懸念
（日経社説）。 
-代表的な論者: 立憲民主党・竹内千春議員（野党）、第一生命経済研究所・熊野英生首席エ
コノミスト（学界）、市民団体（労働時間規制緩和の矛盾を指摘）。これらは、中小企業支援
の不在が国民生活悪化を招くと主張。 
 

修正すべきとする議論の整理 
修正議論は、学界・シンクタンク・一部財界から出ており、選定の補完や優先順位変更を提
案。核心は、漏れた分野の追加とプロセスの改善だ。 
 
-主張の核心: 地方創生、食料安全保障、中小企業支援を追加し、優先順位を変更。透明化と
短期・長期バランスの調整が必要。 
-論拠とデータ: 注記事で、地方軽視が「まだら模様の発展」を招くと指摘。スタートアップ
支援の不足を補完し、VC 公的資金拡大を提案。国民民主党は、野党提案の取り入れを求め、
賃上げと投資の連動を主張。データとして、地方交付金路線からの転換が農業・福祉分野の
衰退を招く懸念（政府試算で地方 GDP 格差拡大）。 
-代表的な論者: 国民民主党・玉木雄一郎代表（野党）、片岡剛士（元日銀審議委員、会議有
識者）、シンクタンク（プロセス透明化要求）。これらは、「分配」重視の回帰や中小企業税
制強化を提案。 
 

主要ステークホルダーの立場と文脈分析 
-政府: 肯定立場。高市首相は「従来枠組みにとらわれない大胆発想」を指示し、危機管理投
資を経済対策の柱に。文脈: 物価高対策と防衛強化のバランス。 



-財界: 肯定。経団連は投資促進税制を支持し、国際競争力向上を期待。文脈: 大企業中心の
産業構造維持。 
-労働界: 否定・修正。最低賃金引き上げの不在を批判。文脈: 実質賃金低下による生活不安。 
-学界: 混在。会田氏らは財政拡張を肯定が、熊野氏は賃上げ連動の必要性を指摘。文脈: デ
ータに基づく中立的分析。 
-市民団体: 否定。格差拡大を懸念。文脈: 社会保障軽視の政治的不信。 
 

議論の比較検討と主要争点 

肯定論はデータ（投資対 GDP 比向上）でイノベーションを根拠とし、否定論は財政負担増
（国債発行リスク）と格差データを基に批判。修正論は両者のバランスを提案。争点: (1) 政
府介入の是非（市場歪み vs. 必要性）、(2) 短期成果（物価対策）と長期投資（AI 強化）の
バランス、(3) 財政持続可能性（黒字化目標転換の是非）。 
 
| 議論類型 | 核心主張 | 主な論拠（データ例） | 代表論者 | 争点関連 | 
|----------|----------|-----------------------|----------|----------| 
| 肯定 | 競争力強化 | 投資 1 兆円で雇用 10 万創出 | 高市首相、経団連 | 政府介入の必
要性 | 
| 否定 | 大企業偏重・格差拡大 | 実質賃金 9 カ月マイナス | 竹内議員、熊野氏 | 財政持
続可能性 | 
| 修正 | 分野追加・透明化 | 地方 GDP 格差拡大 | 玉木代表、片岡氏 | 短期 vs 長期バ
ランス | 
 

潜在的な影響の予測 

-楽観的視点: 投資成功で中長期成長軌道向上（潜在成長率 1.5%へ）。産業構造がハイテク
中心にシフトし、国民生活の安定（エネルギー自給向上）。 
-悲観的視点: 失敗で財政悪化・格差拡大。補助金依存の産業構造がイノベーションを阻害
し、生活費上昇で消費低迷（シミュレーション: GDP 成長 0.5%減）。 
 
統合的要約 
日本成長戦略会議の選定は、危機管理投資を軸に 17 分野を対象とし、肯定（競争力強化）、
否定（利益誘導・軽視分野）、修正（追加・調整）の議論が交錯。全体像として、政府主導
の積極財政が経済再生を目指すが、財政リスクと分配軽視が主要争点。バランスの取れた修
正が求められ、日本経済の持続可能性を左右する。 
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